
１　産業振興による仕事づくり

（１）地域産業力の競争力強化

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 1,476 1,506 1,547 1,598 1,652 

実績

達成率

目標 62.0 77.5 78.5 79.5 80.5 

実績 64.8

達成率 104.5%

目標 635 660 686 713 742 

実績

達成率

目標 277 288 304 324 346 

実績

達成率

目標 14,683 15,006 15,336 15,673 16,018

実績

達成率

目標 2.8 3.0 3.3 3.5 3.7 

実績 2.7

達成率 96.4%

目標
(5か年累計)

200 400 600 800 1,000

実績 166

達成率 83.0%

目標
(5か年累計)

10 20 30 40 50 

実績 9

達成率 90.0%

目標
(5か年累計)

26 52 79 106 133 

実績 25

達成率 96.2%

あきた未来総合戦略における施策ごとの指標達成状況及び評価一覧表

②航空機・自動車産業
の振興

●輸送用機械器具製造業
の製造品出荷額

億円 1,423 
翌年度９月

頃

輸送機産業への参入には高いＱＣＤレベルや国際認証の取得、
技術力の向上等が必要であるが、対応できる県内企業は少な
い。
１００年に一度の変革期と言われる自動車産業の構造転換への
対応ができていない企業が多い。

加工技術・品質管理・生産性の向上に向けたアドバイザーの派
遣、中核人材を対象にしたセミナーの開催、国際認証取得に向
けた取組への支援等を引き続き進める。
県内自動車関連企業へのヒアリング調査を通じ、県内自動車産
業の現状を把握し、今後の産業構造転換への対応策を検討す
る。

③新エネルギー関連産
業の振興

●風力発電の導入量 万KW 44
当該年度３

月末

再エネ海域利用法に基づく事業者選定のための公募が国により進
められ、発電事業が具体化していく中で、建設工事やメンテナン
スに加えて、県内企業による建設用部材や発電設備用部品の供給
などが可能となるような関連産業の育成を望む声が高まってい
る。

県内企業による風力発電メンテナンスへの参入を引き続き支援
するほか、部品供給・製造を目指した大手発電事業者等との
マッチング支援を強化するなど、今後の洋上風力発電の展開を
見据えた関連産業の県内事業者育成に向けた取組を進める。

④医療福祉関連産業の
振興

●医療用機械器具製造品
出荷額等

億円
595

（H29)

翌々年度１
月頃（確報
概要版）を
元に県で独
自集計

県内に拠点を有する大手医療機器メーカーによる生産拠点拡大
のほか、県内中小企業が、自社の強みを活かしながら、県内外
の医療機器メーカー等との連携や現場ニーズに対応した製品開
発等により、新たな事業展開を図る必要がある。
ヘルスケア分野は今後の成長が期待される産業であり、県内に
おいて新しいビジネスモデルを創出していく必要がある。

県内企業への発注拡大など大手医療機器メーカーを核としたサ
プライチェーンの創出を促進するとともに、県内ものづくり企
業と県内外の医療機器メーカー等とのマッチング、産学官が連
携した医療機器等の研究開発、製造の中核を担う人材の育成、
販路開拓など総合的な支援により、医療福祉関連産業への県内
企業の参入を促進する。
県内における新しいヘルスケアビジネスの創出に向け、秋田県
次世代ヘルスケア産業協議会会員のネットワークを強化すると
ともに、協議会会員が連携した新しいビジネスモデルの創出に
向け、その実証等を支援する。

⑤情報関連産業の振興 ●情報関連企業の売上高 億円
244

（H27)

情報関連産業において、首都圏等からのICT需要に対して、元
請け企業となり得る企業が少ないことや、ICT人材が不足して
いること等により、全国シェアは低位にとどまっている。

情報関連産業に対して、ＤＸの先行事例の創出やＩＣＴ人材の
確保等を図ることにより、競争力の強化を図る。

①企業競争力の強化

⑤伝統的工芸品等産業
の振興

⑥食品製造業の振興

●製造品出荷額等 億円
13,755
（H29)

翌々年度2
月頃（速
報）

翌々年度8
月頃（確
報）

労働力不足や国内需要の縮小など、県内中小企業の事業環境が
厳しさを増す中、受け身の姿勢の企業が未だ多い。
県内食品製造業は、従業員数30人以上の比較的規模の大きな事
業所が少なく、１事業所あたりの製造品出荷額等も少ない状況
にある。

県内企業の抱える経営課題・技術課題にきめ細かく対応できる
相談・支援体制を引き続き整備し、その積極的な活用を働きか
ける。
県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育成ととも
に、生産性向上のための製造環境の整備や企業間連携等の取組
を支援する。

②起業・創業の推進 ●開業率 ％ 2.6
翌年度４月
中旬頃

令和２年度は、概ね目標を達成する実績となったものの、雇用
を伴う起業が少ない等の理由により、依然として全国では低位
となっていることから、起業家意識の醸成や立ち上げ支援に加
え、起業後の成長に向けた支援も必要となっている。

商工団体等の支援機関と連携しながら起業家意識の醸成を図る
とともに、起業準備から起業後のフォローアップまで、各段階
を貫いた切れ目のない支援を実施していく。

③事業承継の推進
●事業承継計画の策定件
数

件
269

（単年度）
翌年度４月

後継者のいる事業者であっても、早めの事業承継への備えが円
滑な事業承継には課題となっているが、後継者不在で、黒字で
あっても廃業を余儀なくされる事業者が多く、M&Aや第三者承
継による事業承継も課題となっている。

円滑な事業承継を後押しすることで、経営資源やノウハウを次
世代に引継ぎ、雇用を維持する。また、令和３年度より国の事
業である事業引継ぎ支援センターと事業承継ネットワーク事務
局の機能が統合され、ワンストップで県内の事業者の支援を行
うこととなり、県も積極的な連携を進めて行く。

（ウ）海外展開と企業
立地の促進

①海外展開の推進
●海外展開に新たに取り
組む企業数

社
7

（単年度）

当該年度の
末、もしく
は翌年度当

初

海外展開に取り組む県内企業の発掘に努めたものの、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大による商談会等の中止・延期に加え、
企業の業績悪化による県内事業者の海外展開への意欲減退が懸
念される。

海外展開支援補助金、海外サポートデスク及びジェトロ事業の
専門家派遣等の活用に引き続き取り組むほか、オンライン商談
や電子商取引などコロナ禍における県内企業の海外展開を支援
していく。

②企業立地等の促進

●企業の誘致件数及び誘
致済企業等の施設・設備
の拡充件数（本社機能等
を移転した企業を含む）

件
24

（単年度）
翌年度４月

サプライチェーンの国内回帰やリモートワーク等の新しい働き
方、生産部門・オフィス機能の分散再配置等の新たな企業ニー
ズへの対応が必要である。

サプライチェーンの再構築・強化を図る企業ニーズに応じた投
資環境を整備するほか、テレワークやサテライトオフィスの活
用による首都圏等企業の県内拠点化を促進する。

（ア）地域経済を牽引
する成長分野の競争力
強化

（イ）地域産業の活性
化と生産性向上

資料２

未判明

未判明

未判明

未判明
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施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 1,150 1,300 1,300 1,300 1,300 

実績 1,120 

達成率 97.4%

目標 72.0 74.0 74.0 74.0 74.0 

実績

達成率

目標 48.0 51.0 54.0 57.0 60.0 

実績 46.7 

達成率 97.3%

（２）農林水産業の成長産業化の促進

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 790 850 920 990 1060 

実績 788 

達成率 99.7%

目標 260 270 270 270 270 

実績

達成率

目標 80 140 220 260 260 

実績 564

達成率 705.0%

目標 20,300 21,200 21,874 22,570 23,277 

実績 16,674

達成率 82.1%

目標 5.60 5.66 5.88 5.97 6.06 

実績

達成率

目標 18,600 20,000 20,700 21,400 22,000 

実績

達成率

目標 1,673 1,700 1,720 1,740 1,750 

実績

達成率

目標 2,945 3,002 3,059 3,115 3,115 

実績 2,937

達成率 99.7%

目標 21 20 19 18 17 

実績

達成率

①中核人材の確保
●Ａターン就職者数
（再掲）
※2-(2)-(ア)-②

人 1,134 翌年度4月
幅広い年代の移住希望者から、就職に関する相談への対応の強
化が求められている。

Ａターンプラザでの相談対応やこれまでのＡターンフェアの開
催に加え、出展企業や市町村相談ブースを拡充した新たな移
住・就業イベントをＡターンフェアと合同で開催するほか、平
成30年度に構築したＡターンシステム「あきた就職ナビ」を活
用し、県内就職希望者と県内企業のマッチング支援を強化す
る。

②多様な人材の働き方
を実現する環境の整備

●高校生の県内就職率
（再掲）
※2-(3)-(ア)-①

％ 65.0 翌年度12月
新型コロナウイルス感染症の影響と相まって、高校生の県内就
職率は、前年を大きく上回る見込みとなり、地元志向の継続が
予想されるものの、業種別求人のばらつきがある。

新たに配置した「若者定着支援員」により、高卒求人開拓の強
化、各高校に対する情報提供等の充実に努める。

③高等学校と企業等の
連携強化と専門人材の
育成

●県内大学生等の県内就
職率
（再掲）
※2-(3)-(イ)-②

％ 45.3 翌年度５月
県内企業に関する十分な情報を持たないまま、大学等で学んだ
ことを生かせる就職先として県内企業を選択肢から除外し、県
外就職を選択する学生が見られる。

県内大学等においては、学生が低年次から県内企業をしっかり
と意識することができるようにインターンシップやふるさと教
育を進めるとともに、高年次では、企業面談会等の情報を積極
的に提供するなど、県は、大学等が行う県内企業と連携した取
組や、学生に対する情報発信の取組を引き続き支援する。

①秋田の農業をリード
する競争力の高い経営
体づくり

●農業法人数（認定農業
者）

法人 656
翌年度８月

末

農業法人数は確実に増加しているものの、地域で持続的に発展
するためには、経営規模の拡大、複合化、６次産業化、低コス
ト化等により経営基盤を強化し、継続的な雇用や後継者の育成
を進める必要がある。また、法人経営者の高齢化が進む中で、
ビジネス感覚を持った経営者を育成するとともに、組織の円滑
な経営継承や法人間の事業連携、統合再編に取り組む必要があ
る。

農地中間管理機構を活用した担い手への農地の集積・集約化を
更に進めるとともに、園芸メガ団地、基盤整備、農地集積に三
位一体で取り組む「秋田型ほ場整備」の推進により、規模拡大
や経営の複合化、低コスト化を進め、経営基盤の強化を図る。
また、持続可能な経営体を育成するための経営継承や事業連
携・統合などの取組に対する総合的なサポートを実施する。

②多様なルートや幅広
い年齢層からの新規就
業者の確保・育成

●新規就農者数 人 225
翌年度８月

末

新規就農者数は、雇用就農の増加により、７年連続で200人を
超えたものの、認定農業者の68%が60歳以上という現状では、
未だ十分といえず、引き続き就農前から就農後に至る総合的な
支援を実施するとともに、移住就農者を含む農外からの新規参
入者や農外の多様な経験を有する中年層就農者の確保育成な
ど、本県農業の将来を担う経営者を多様なルートから幅広く確
保する必要がある。

新規就農者の多様なニーズに対応した研修や、就農後のフォロー
アップ等を継続して実施するとともに、中年層を対象とした県独
自給付金制度を活用してミドル就農者を育成するなど、新規就農
者の確保・育成を図る。また、農業法人等の労働力不足に対応す
るため、移住希望者を対象とした農業法人でのインターンシップ
研修を実施し、雇用就農者の確保を図る。

③農業労働力の安定確
保と農作業の軽労化の
促進

●農業法人における
雇用マッチング数

件 50 翌年度４月

「ＪＡ無料職業紹介所」によるマッチング数は41件であった
が、１日単位で生産者と求職者を結びつけるマッチングアプリ
「１日農業バイト」を実証した結果、マッチング数は523件と
大きく増加した。しかし、未だ労働力確保に苦慮している経営
体が散見されるため、持続的な農業経営の発展に向け、幅広く
求職者とのマッチングを促進していく必要がある。

ＪＡ無料職業紹介所の開設を支援し、地域で労働力を確保する仕
組みの構築を図るとともに、円滑な運営に向けた助言・指導、１
日農業バイトの普及拡大、農作業動画マニュアルの作成等を行
う。また、農福連携や外国人材の活用など多様な人材の確保に向
けた方策の検討を進める。

①園芸品目（野菜、果
樹、花き等）の生産拡
大

●主要園芸品目の系統販
売額

百万円 15,589 翌年度５月

収益性の高い複合型生産構造への転換を更に進めるため、単収
向上によるロットの拡大や品質向上により、市場優位性を高め
る必要がある。また、園芸メガ団地等の大規模園芸拠点では、
スケールメリットを最大限に発揮するため、効率的な作業体系
の確立、経営管理能力の向上を図る必要がある。
加えて、省力栽培法やスマート農機の導入により、生産性の向
上を図る必要がある。

排水対策や基本技術の励行により、単収向上対策を講じる。特
に、園芸メガ団地に対しては、事業計画の策定支援など、プロ
ジェクトチームによる重点指導を行う。
併せて、省力栽培等に対応するため、ほ場集積や環境整備、ス
マート農機の導入を推進する。
さらに、近年、気象災害が相次いでいるため、被災施設の改良
復旧や災害に強い産地づくりを支援する。

③秋田米の戦略的な生
産・販売と水田フル活
用

●全国に占める秋田米の
シェア

％ 5.95

翌年度１２
月（翌年度
７月末に速
報値判明）

令和２年産米は、事前契約率が75％と高い水準となったが、新
型コロナウイルス感染症の影響により令和３年産米の販売環境
は悪化し、事前契約率が低迷しているため、引き続き販売環境
の改善を図るほか、アフターコロナの需要回復を見据えた低コ
スト生産の更なる拡大など、産地間競争に打ち勝つ体制整備が
必要である。

地域農業再生協議会等と連携し、集荷事業者に対し、数量や価格
等を書面で定めた事前契約を播種前に締結するよう促し、確実な需
要の積み上げを図る。
また、業務用・家庭用米を問わず、低コストで効率的な生産・流通体
制の整備を支援する。

④農林水産物の高付加
価値化と国内外への展
開強化

●６次化事業体販売金額 百万円
17,188
(H29)

翌々年度８
月末

園芸メガ団地の整備等による野菜等の生産量の増加等を背景
に、６次化事業体販売額の全体額は増加傾向にあるものの、未
だ１事業体当たり販売額が低く、小規模な取組が多い。

県産農林水産物を原料にした一次加工品の商品開発や販路開拓
等の取組を支援するほか、意欲のある農林漁業者に対し６次産業
化プランナーを派遣し、経営改善に向けた計画の策定と実行を支援
する。

⑤森林資源の適切な管
理と秋田スギの需要拡
大に対応した生産・加
工体制等の整備

●素材生産量 千㎥ 1,519 翌年度９月
住宅需要の減少が予測されていることから、住宅分野での県産
材の利用拡大とともに、住宅以外の分野における県産材の新た
な需要創出が求められている。

県産材の需要拡大に向け、住宅分野において県産材を使用する工
務店へのインセンティブ措置を行うとともに、非住宅分野において他
資材から県産材への転換等を支援するほか、県産材の輸出を行う
企業を支援するなど、海外への販路開拓に取り組む。

⑥水産資源の維持・増
大と水産ビジネスの展
開

●海面漁業協同組合員1
人当たりの漁業生産額

千円 2,832 翌年度６月

組合員１人当たりの漁獲量の増加に向け、つくり育てる漁業に
よる資源の維持・増大に取り組む必要がある。
また、漁獲物の８～９割が県外へ鮮魚出荷される本県では、魚
価の変動の影響を受けやすいことから、県内での消費拡大や漁
獲物のブランド化・高付加価値化に取り組む必要がある。

生産性の高い漁業形態への転換に必要な機器や設備の導入を支
援するほか、栽培漁業を推進し、資源の安定化に取り組むとともに、
キジハタなど新魚種の種苗生産の技術開発を行い、有用な魚種の
資源増大を図る。
また、県内量販店でのキャンペーン等により県産魚の認知度向上と
消費拡大を図るほか、漁協や流通業者と連携してブランド化戦略を
構築するとともに、漁業者が行う漁獲物の品質向上や加工業者が
実施する高付加価値化の取組を支援する。

（ウ）先端技術の活用
による次世代型農林水
産業の確立

①先端技術を活用した
スマート農業の展開

●米の10アールあたり労
働時間

時間
/10a

22
（H29)

翌年度１２
月

労働時間は、ほ場整備の進捗と並行して、機械の性能向上や、
資材の効果的施用法の普及等が進んだことにより減少してきた
が、平成29年以降は横ばいの状態である。
今後は、スマート農業技術等の導入とともに、スマート農業技
術以外の省力化技術も組み合わせ、更に労働時間の縮減を図
り、労働力不足や高齢化に対応していく必要がある。

これまでに現地や農業試験場で実証してきたスマート農業技術
等をＰＲし、普及を図るとともに、引き続き実証に取り組む。
また、国の事業等を活用しながらスマート農機の導入を進める
とともに、それに対応したほ場整備を推進する。

（エ）多様な人材が活
躍できる環境の整備

（ア）人口減少社会を
見据えた多様な担い
手・労働力の確保

（イ）収益性の高い生
産構造への転換に向け
た取組のパワーアップ

未判明

未判明

未判明

未判明

未判明

未判明
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（３）観光を中心とした交流人口の拡大

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 3,700 3,800 3,900 4,000 4,100 

実績 2,546

達成率 68.8%

目標 175,000 200,000 225,000 250,000 275,000 

実績 25,380

達成率 14.5%

目標 1,042 1,198 1,378 1,585 1,823 

実績 686

達成率 65.8%

目標 35,000 35,250 35,500 35,750 36,000

実績

達成率

目標 80 81 82 83 84

実績 85

達成率 106.3%

目標 102 104 106 108 110 

実績 69

達成率 67.6%

目標
(3か年累計)

－ － 310 620 930 

実績

達成率

目標
(3か年累計)

－ － 40 80 120 

実績

達成率

目標
(5か年累計)

17 34 51 68 85

実績 1

達成率 5.9%

目標
(5か年累計)

80 170 270 380 500 

実績 0

達成率 0%

①首都圏等における集
中プロモーションの展
開

●延べ宿泊者数 千人泊 3,505 翌年度７月
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、イベントや催
事が中止となるなど全国的に観光客が減少している。

新型コロナウイルス感染症の収束状況を見極めながら、県内流
動の促進や、県外に向けた誘客活動に取り組む。

②ターゲットとなる海
外市場からの誘客強化

●外国人延べ宿泊者数 人泊 123,430 翌年度７月
新型コロナウイルス感染症の拡大と影響の長期化に伴い、予定
していたインバウンド誘客活動が制約されている。

訪日旅行解禁に備え、渡航制限緩和の動きや、現地旅行会社・航
空会社の動向を注視しながら、今後のインバウンド誘客のあり方を
検討するとともに、継続的に観光情報を発信し、本県の認知度向上
を図る。

③秋田の食の首都圏・
海外への売り込み強化

●加工食品・日本酒の輸
出金額

百万円 788 翌年度７月
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響が大きかった地域で
は、日本酒の需要が大きく減少したことにより輸出量が減少し
た。

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で、県内食品事業者の渡
航が困難なため、オンライン商談等を活用した海外バイヤーとの
マッチングを通じた販路の拡大を目指す。

①「”売れる”観光資源」へ
の磨き上げ

●観光地点等入込客数 千人 34,484 翌年度７月
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、県内観光産業は観光
客の急激な減少や旅行者の観光に対する意識の変化への対応を
迫られるなど、大きな影響を受けている。

新型コロナウイルス感染症の収束状況を見極めながら、県内流動
や県外に向けた誘客を展開するとともに、ウイズ・アフターコロナに
対応する本県の特色ある体験型コンテンツの発掘・磨き上げや商品
化支援を行う。

②みんなにやさしい受
入態勢の充実

●「やさしい観光宿泊施
設」の割合

％ 78
翌年度４月

以降

コロナ禍により、人々の価値観や生活様式、行動パターンは大
きく変化しており、ハード面での整備はもとより、感染症対策
などソフト面においても受入態勢の強化を図ることが必要であ
る。

県内外施設での感染症対策事例を観光連盟ＨＰで紹介するととも
に、会議・研修等で感染症対策の重要性を周知し、関係者の意識の
向上を図る。バリアフリー観光については、セミナー開催等による観
光事業者の意識向上やＷＥＢサイトやオンライン動画を活用した情
報発信を行う。また、インバウンド対応については、コロナ収束後の
訪日観光客の回復に備え、多言語表記の充実など受入環境の整備
を進める。

③民間宿泊施設の魅力
向上

●魅力向上に取り組む施
設の宿泊客の増加率

％ 翌年度６月
新型コロナウイルス感染症の影響により宿泊施設に対する需要
が変化しており、家族・小グループ向けの客室整備や感染症対
策等が求められている。

宿泊事業者への補助事業やヒアリングを通じ、コロナ禍及びアフ
ターコロナを見据えた誘客の促進に向けた支援を実施していく。

②新たな文化拠点を生
かした賑わい創出

●あきた芸術劇場のホー
ルイベント来場者数

千人
308

（H25-H29平
均）

翌年度３月
末

※あきた芸術劇場は令和４年度に開館予定

②新たな文化拠点を生
かした賑わい創出

●あきた芸術劇場で開催
される大規模イベント・
興行件数

件
31

（H27-H29平
均）

翌年度３月
末

※あきた芸術劇場は令和４年度に開館予定

③秋田の強みを生かし
た大規模スポーツ大会
の誘致やスポーツツー
リズム等の推進

●大規模スポーツ大会と
トップアスリートの合宿
実施の件数

件
14

（単年度）
翌年度４月

東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿に向けて誘致活
動や交流事業を続けてきたが、大会終了により交流が途絶える
ことのないよう継続していく必要がある。

東京オリンピック・パラリンピック後のホストタウン相手国との交流の
在り方について、市町村と協議していくとともに大規模大会について
は、誘致に取り組む団体等への支援を継続していく。

④教育資産を生かした
海外諸国への秋田の魅
力発信

●海外との教育交流活動
の参加者数

人
114

（単年度）
翌年度５月

新型コロナウイルス感染症の影響により、タイ王国からの教育
視察訪問の要望は無く、中国・大連市への訪問交流事業は中止
となった。

タイ王国からの訪問要望があった場合は、新型コロナウイルス感染
症の状況を勘案しつつ検討する。また、中国・大連市との交流につ
いても、社会状況を考慮した上で検討していく。

（ア）秋田ならではの
際立つ魅力発信

（イ）ＩＣＴの活用等
による受入態勢の充実

（ウ）文化・スポーツ
等による交流拡大の推
進

未判明
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施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 6,161 6,210 6,259 6,310 6,360

実績

達成率

目標 92 92 92 92 92 

実績 92 

達成率 100.0%

目標
(5か年累計)

30 62 95 129 164 

実績 0

達成率 0%

２　新しい人の流れづくり

（１）「関係人口」の創出・拡大

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標
(累積)

11 16 22 26 30 

実績 9 

達成率 81.8%

目標
(5か年累計)

65 130 195 260 325 

実績 －

達成率 －

目標
(5か年累計)

138 276 414 552 690 

実績 －

達成率 －

（２）首都圏等からの移住促進

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 690 760 830 910 1,000 

実績 645

達成率 93.5%

目標 1,150 1,300 1,300 1,300 1,300

実績 1,120

達成率 97.4%

目標
(5か年累計)

3 6 9 12 15

実績 13 

達成率 433.3%

目標 10 12 14 16 16

実績 11

達成率 110.0%

①広域交通の維持・拡
充

●秋田県と県外間の旅客
輸送人員数

千人
6,015
（H29)

翌々年３～
５月

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響が長期化し、国内外の
定期航空路線をはじめとした広域交通の需要が大きく減少して
いる。
秋田新幹線の岩手県との県境から田沢湖駅までの区間は、急峻
な山岳地帯を横断するため、悪天候等による運休や遅延がたび
たび発生しており、利用者の利便性が損なわれている。

・国内定期航空路線については、航空会社を支援し就航継続を図るとと
もに、利用促進に向けた施策を機動的に実施するほか、フェリーについ
ては、貨物需要の掘り起こしと個室利用等の強みをＰＲし利用促進を
図っていく。
・国際定期航空路線については、渡航制限緩和の動きや現地旅行会
社・航空会社の動向、外国人旅行者のニーズの変化等を注視しながら、
今後の誘致のあり方を検討する。
・災害リスクを低減するため、秋田新幹線のトンネル整備構想の早期事
業化に向け、ＪＲや国に対し要望していくとともに、啓発・広報活動を通じ
て県民等の機運醸成を図る。

②高速道路の整備促進 ●県内高速道路の供用率 ％ 90.1 翌年度４月
高速道路の開通見通しが一部公表されていない区間があり、企
業誘致や物流、観光振興等への影響が危惧される。

関係機関との連携を強化し、高速道路の開通見通しについて、未公
表区間を早期に公表するよう国に対して要望していく。

④クルーズ振興の促進 ●クルーズ船の寄港回数 回
26

（R1）
翌年度４月

コロナ禍での安全・安心な寄港受入に向けて、保健部局等をは
じめとする関係者と連携しながら、水際対策を強化する必要が
ある。

内航クルーズについては、関係業界団体のガイドラインや本県が関
係機関からの意見を踏まえて策定した受入の指針に基づき、安全な
寄港受入に努めていく必要がある。また、外航クルーズの受入再開
については、国の動向や関係業界団体のガイドラインの策定状況を
注視しながら、受入態勢の整備を図る。

（ア）多様な形で地域
と関わる県外在住者と
の絆づくり

②都市在住者の地域づ
くりへの参画促進

●「関係人口」との連携
による新たな地域活動の
実践件数

件 2 翌年度４月

地方に関心を持ち、地域に貢献したいという若者を中心とした
県外からの新しい人の流れが生じてきており、地域の担い手が
不足する本県においては「関係人口」を効果的に生かした地域
づくりの推進が急務となっている。

市町村や民間団体等と連携し、「観光以上移住未満」の立場で
県外から本県に関わる「関係人口」を創出し、県外居住者の企
画力や行動力を生かした地域づくりを促進する。

（イ）関係人口創出・
拡大に向けた環境の整
備・充実

①秋田の人や自然に触
れる教育留学の推進

●教育留学を行った県外
の児童生徒数

人
98

（単年度）
翌年度４月

秋田型教育留学は、県外の児童生徒の来県により実施する事業
であるが、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に
より留学生を受け入れることができなかった。

新型コロナウイルス感染症の状況を考慮し、県外の児童生徒の
受入を慎重に判断する。来県が叶わない状況下では、新型コロ
ナウイルス感染症終息後の再開を見据え、部局との連携を生か
しながら、ホームページの更新や県が発行するガイドブックへ
の情報の掲載、オンライン交流などに取り組む。

②研究機関・研修機関
等の地方移転

●言語活動指導者養成研
修への参加人数(受講者
及び講師、引率等）

人
163

（単年度）
令和２年度の研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により
中止となった。

本研修は、実施主体である教職員支援機構の判断により、一定
の成果が挙げられたものとして令和２年度をもって終了となっ
た。

（ア）秋田暮らしの魅
力を伝える情報発信の
強化

①移住相談体制の強化
●新規移住定住登録世帯
数

世帯 579 翌年度4月
更なる移住者の拡大に向け、移住潜在層を含めた幅広い層に対
する情報発信が必要である。

相談窓口による相談対応・情報提供をはじめ、移住情報の発信
強化に取り組むとともに、先輩移住者や首都圏の本県ゆかりの
団体等と連携して移住潜在層を含めた幅広い層に対する情報発
信に取り組む。

（イ）安心して働ける
多様な「しごと」情報
の提供

①Ａターン就職の促進 ●Ａターン就職者数 人 1,134 翌年度4月
幅広い年代の移住希望者から、就職に関する相談への対応の強
化が求められている。

Ａターンプラザでの相談対応やこれまでのＡターンフェアの開
催に加え、出展企業や市町村相談ブースを拡充した新たな移
住・就業イベントをＡターンフェアと合同で開催するほか、平
成30年度に構築したＡターンシステム「あきた就職ナビ」を活
用し、県内就職希望者と県内企業のマッチング支援を強化す
る。

②秋田暮らしを支える
多彩な働き方を支援

●移住起業支援事業によ
る起業者数

人
11

（H27-H30累
計）

翌年度4月
移住起業者への継続的なフォローや受入地域との関係性の構築
が求められている。

起業支援プログラム参加者への起業支援や起業後の伴走型支援
を実施していくほか、市町村と連携し地域の先輩移住者等との
交流の場を創出する。

（ウ）ふるさと回帰を
促す受入体制の充実

①移住・定住の促進を
担う先輩移住者等団体
の育成とネットワーク
づくり

●県と連携事業を行った
移住者団体数

団体
8

(H31)
翌年度4月

移住推進の重要な要素である移住希望者の生活に関する不安へ
の対応や移住後の定着支援のため、地域の受入体制の充実が求
められている。

移住者の不安解消や、地域活動への参加に向けたきっかけづく
りのための移住者のグループ化、ネットワーク化を図るととも
に、移住者目線でのあきた暮らしの魅力発進を強化していく。

（エ）交流を支える交
通ネットワークの充実

未判明
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（３）若者の県内定着・回帰の促進

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 72.0 74.0 74.0 74.0 74.0 

実績

達成率

目標 1,340 1,370 1,400 1,430 1,460 

実績 1,617

達成率 120.7%

目標 29.6 30.0 30.4 30.8 31.2

実績 28.1

達成率 94.9%

目標 48.0 51.0 54.0 57.0 60.0 

実績 46.7 

達成率 97.3%

３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる社会づくり

（１）結婚・出産・子育てに希望をもてる社会の実現

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 440 580 720 860 1000 

実績 271

達成率 61.6%

目標
(5か年累計)

60 120 180 240 300 

実績 95

達成率 158.3%

目標 80 83 86 88 90 

実績 95

達成率 119.0%

目標 80 83 86 88 90 

実績 －

達成率 －

（ア）将来の秋田を創
る高校生・大学生の県
内定着・回帰促進

①早い段階からの県内
企業への理解促進

②高校生一人一人の進
路希望に応じたきめ細
かな就職支援の充実

●高校生の県内就職率 ％ 65.0 翌年度12月
新型コロナウイルス感染症の影響と相まって、高校生の県内就
職率は、前年を大きく上回る見込みとなり、地元志向の継続が
予想されるものの、業種別求人のばらつきがある。

新たに配置した「若者定着支援員」により、高卒求人開拓の強
化、各高校に対する情報提供等の充実に努める。

③大学生等に対する情
報提供・マッチング機
会の拡大

●県内就職イベントへの
大学生等の参加者数

人 1,279 毎年１月末
新型コロナウイルス感染症の拡大により、学生や企業の県外を
またぐ移動が制限されることが想定され、学生が必要な就職情
報を入手しにくい状況にある。

全国を対象とするオンライン就活イベントや、東北地方・県内
大学等における対面型イベント、オンライン・対面型の女子活
交流会の開催を組み合わせながら実施する。

（イ）魅力ある大学づ
くり等による若者の県
内定着促進

①県内大学等の魅力
アップによる県内高卒
者の確保

●県内高卒者の県内大
学・短大への進学率

％ 28.8 

調査年度１
２月に確定
値（８月時
点で「速報
値」）が判

明

県内高等教育機関には、本県の産業界において、成長が期待さ
れる分野を担っていく専門的で高度な技術・技能を持つ人材の
育成が求められており、この取組を強化し、県内高卒者を確保
する必要がある。
県内大学を知る機会となる「高大連携事業・サマーキャンプ」
の参加校が固定されている。

航空機関連技術の開発、秋田版スマート農業モデルの研究な
ど、県の重点施策分野をはじめとした県内産業を担う人材育成
の取組に対する支援を強化することで、県内大学等の魅力アッ
プを図り、県内高卒者の県内大学・短大への進学率向上へつな
げていく。
私立高校にも参加を呼びかけるとともに、オンラインによる実
施を試み、主会場であった秋田市に集まること無く、所属高校
において遠隔で参加できるようにする。また、全県の高等学校
長に対して事業の魅力を周知し、参加協力を呼びかける。

②県内大学等と産業界
との連携強化による大
学生等と県内就職促進

●県内大学生等の県内就
職率

％ 45.3 翌年度５月
県内企業に関する十分な情報を持たないまま、大学等で学んだ
ことを生かせる就職先として県内企業を選択肢から除外し、県
外就職を選択する学生が見られる。

県内大学等においては、学生が低年次から県内企業をしっかり
と意識することができるようにインターンシップやふるさと教
育を進めるとともに、高年次では、企業面談会等の情報を積極
的に提供するなど、県は、大学等が行う県内企業と連携した取
組や、学生に対する情報発信の取組を引き続き支援する。

（ア）結婚・子育てを
社会全体で応援する気
運の醸成

①地域における子育て
世代や次の親世代を核
とした啓発活動の推進

②企業・団体との連携
による普及啓発の促進

●あきた結婚応援パス
ポートの協賛店舗の登録
数

店 翌年度４月
協賛店舗の登録がない町村が一部あるなど、居住地域によりパ
スポート保有のメリットに差が生じている。

全戸配布広報紙のほか、県のWEBサイト等を活用し県民に周知
するとともに、店舗等を訪問して新規協賛店舗登録に向けた働
きかけを行う。

●あきた子育てふれあい
カード協賛店舗の新規登
録数

店 翌年度４月
新規登録数はR2目標に達しているものの、廃業等により協賛終
了となる店舗も同数程度あることから、登録店舗数はここ数年
横ばいとなっている。

県WEBサイトやフェイスブック等の媒体を活用し、新規協賛店
登録を働きかけていくほか、あきた結婚応援パスポート事業で
の店舗訪問時にふれあいカードについても周知・働きかけをし
ていく。

（イ）ライフプランを
学び考える機会の充実

①高校生や大学生等が
学べる機会の提供

②結婚・子育てや家族
を持つことへの理解を
深める体験機会の創出

●ライフプランを意識す
ることの必要性を理解し
た高校生等の割合

％ 翌年度４月
実績値は目標値を大きく上回っているものの、教員や生徒を対象
にしたアンケートでは、県外から秋田県にＡターンした人につい
て紹介する内容があるとよい、などの意見があった。

令和３年度において、少子化対策副読本を男女共同参画副読本と
統合し、新たな副読本を作成し、令和４年度から小学校・中学
校・高等学校のそれぞれの授業等で活用していく予定であり、ラ
イフデザイン学習副読本作成委員会における議論も踏まえつつ、
対応していく。

●子どもとのふれあいを
肯定的に感じた中学生の
割合

％ 翌年度４月
Ｒ２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止のために、
子どもと中学生が触れあえる機会を設けることができず、アン
ケート調査を実施できなかった。

コロナ禍においても安全安心に中学生が子どもたちと触れあえ
る機会が提供できるよう、県教育庁と連携しながら取り組んで
いく。

未判明
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（２）出会いと結婚への支援の充実・強化

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 717 788 859 930 1,000

実績 649

達成率 90.5%

目標 225 230 235 240 245

実績 103

達成率 45.8%

目標 80 90 110 130 150 

実績 87

達成率 108.8%

目標 1,300 1,600 1,900 2,200 2,500

実績 1,021

達成率 78.5%

（３）妊娠・出産・子育てを支える環境づくりの推進

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 8 14 20 25 25

実績 21

達成率 262.5%

目標 15 19 23 27 31

実績 16

達成率 106.7%

目標 13 16 19 22 25 

実績 25

達成率 192.3%

目標 0 0 0 0 0

実績 10

達成率 0%

目標 75 100 100 100 100

実績 24

達成率 32.0%

目標 2,274 2,274 2,274 2,274 2,274

実績

達成率

（ア）独身男女のマッ
チング支援の強化

①あきた結婚支援セン
ターの認知度とイメー
ジの向上

●あきた結婚支援セン
ターの入会者数

人 575 翌年度４月
平成30年度に県が独身者に実施したアンケートでは、約７割の
方が「あきた結婚支援センター」を知らないとの回答がある。

全戸配布広報紙や企業訪問を通じて、あきた結婚支援センター
の周知を図る。

②すこやかあきた出会
い応援隊・結婚サポー
ターと連携した支援活
動の推進

●あきた結婚支援セン
ターへの成婚報告者数

人 159 翌年度４月
新型コロナウイルス感染症の影響もあって、対前年度で大幅に
減少している。

オンラインによる相談や婚活イベントを開催するなど、コロナ
禍に対応した支援策の充実を図る。

（イ）多様な出会いの
機会の創出

①独身男女の多様な
ニーズにマッチした出
会い・交流機会の創出

●すこやかあきた出会い
応援隊のイベント開催件
数

件 112 翌年度４月

　新型コロナウイルス感染症の影響により、すこやかあきた出
会い応援隊によるイベント等の開催件数が減少している。

　対面よる出会いイベントの企画・運営等について、コロナ禍
においても独身者が安心して参加できる手法等を学べるセミ
ナーを開催するほか、出会いイベント等を開催する団体等に対
し助成する。

②すこやかあきた出会
い応援隊の活動促進に
向けた支援の強化

●あきた結婚支援セン
ターへの出会い・交流イ
ベントの参加者報告者数

人 2,264 翌年度４月

（ア）安心して出産で
きる環境の充実

①妊産婦への切れ目の
ない保健対策と不妊治
療への支援

●妊娠・出産包括支援事
業を実施している市町村
数

市町村 2 年度末

妊娠・出産包括支援事業を実施する市町村が増えているが、産
婦健康診査事業により支援が必要と判断されて産後ケア事業を
実施する場合において、どのように支援するかの判断が難し
く、早期対応ができていない。
特定不妊治療については、保険適用となるまでの措置として増
額して助成しているが、保険適用後に助成事業を廃止した場
合、自己負担額の増加により治療を諦める夫婦が出る可能性が
ある。

令和4年度までに産後ケア事業を実施することが市町村の努力
義務となったことから、全市町村で円滑に実施できるよう支援
する。
特定不妊治療については、保険適用となった後も、自己負担の
増加により治療を諦める夫婦が出ることのないよう、国及び他
県の動向を注視しつつ対応する。

②妊よう性温存に対す
る支援の充実

●がん診療連携拠点病院
等における妊よう性温存
についての相談件数

件 11 翌年度４月

妊よう性温存はまだ新しい分野であり、県民及び医療従事者の
認知度も高くはないと考えられることから、妊よう性温存につ
いて周知を図る必要がある。また、経済的負担が大きいことを
理由に妊よう性温存を諦めることのないよう、本県の助成制度
についても併せて周知する必要がある。

妊よう性温存及び助成制度に係るリーフレットを作成し、県民
及び医療従事者等へ周知する。また、医療従事者向け講習会を
開催し、医療機関同士のネットワークを強化することで、対象
となる県民に必要な情報が届く体制を構築する。

①子育てを後押しする
体制の充実・強化

●子育て世代包括支援セ
ンターの設置市町村数

市町村 8 翌年度４月
子育て世代包括支援センターはR2年度中に全市町村に設置さ
れ、目標を達成しているが、今後は地域の実情に応じた機能の
充実を図る必要がある。

引き続き研修による人材育成を行っていくほか、事例発表等を
通じて情報提供や情報交換を行い、地域の実情に応じた機能の
充実を図る。

②就業前の教育・保育
の充実

●翌年度4月1日時点の保
育所等の待機児童数

人 65 

近年、就学前施設に入所する児童の割合が上昇し、入所児童の
９割超が保育施設（保育所、認定こども園等）に集中している
が、保育所等に勤務経験のある離職者を対象としたアンケート
では、勤務した期間が９年以内との回答が約６割を占めてお
り、給与や業務量など就業環境の厳しさから、早期離職者が多
いといった課題がある。こうしたこともあり、必要な保育士を
確保できない一部の地域で待機児童が発生している。

引き続き保育士等の新規人材を確保するとともに、保育士等が
働き続けられる職場環境の整備など、保育ニーズに応じた保育
人材の確保に向けた取組を推進し、待機児童の解消を図る。

③地域と学校が支え合
い、地域ぐるみで子ど
もを育む体制の充実

●市町村における統括
コーディネーターの配置
率

％ 16.0 翌年度６月

子どもたちの社会性を育むためには家庭や学校に加えて、地域
社会とのふれあいも必要であることから、地域学校協働活動
（協働活動、放課後子ども教室、家庭教育支援チーム、あきた
わくわく未来ゼミ等）の取組を充実させ、地域と学校が支え合
う体制づくり（地域学校協働本部の設置）とそれをコーディ
ネートする人材の育成が求められる。

地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもた
ちの成長を支える地域学校協働本部の設置を促進するととも
に、それをコーディネートする統括コーディネーターの配置・
育成を図る。

（ウ）子育て家庭の経
済的負担の軽減

①安心して希望どおり
に子どもを産み育てら
れる経済的支援

●第1子出生数 人 2,274 翌年度９月

第１子出生数の実績は未判明（９月頃公表予定）であるが、既
に概数が公表されている出生数（全出生順位の合計）は、令和
元年の4,696人から令和2年は4,499人へと、対前年比で197人
減っている。

保育料や副食費の助成など、子育て世帯の経済的負担の軽減に
引き続き取り組んで行く。

（イ）オール秋田で子
育てを支える体制づく
りの推進

未判明
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（４）あらゆる分野における女性の活躍推進

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 6.1 6.2 6.3 6.4 6.5 

実績 5.6 

達成率 91.8%

目標 61.8 62.5 63.2 63.9 64.6 

実績 63.0

達成率 101.9%

目標 440 480 520 560 600 

実績 518

達成率 117.7%

目標 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 

実績 10.7 

達成率 152.9%

４　新たな時代に対応した地域づくり・人づくり

（１）新たな「地域の支え合い」づくり

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標
(5か年累計)

5 10 15 20 25 

実績 0

達成率 0%

目標
(5か年累計)

2 4 6 8 10 

実績 1

達成率 50.0%

目標
(5か年累計)

0 5 11 25 25 

実績 0

達成率 －

目標 43.9 48.9 53.9 58.9 63.9 

実績 48.8

達成率 111.2%

（ア）女性一人ひとり
が活躍できる環境づく
りの推進

①女性のキャリアアッ
プや再就職に向けた支
援の強化

●県内民間事業所におけ
る女性管理職の割合

％ 5.9 年度末

　女性の活躍推進が重要であるという社会的な認識は高まって
きているものの、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画
を策定し、行動計画に具体的な女性管理職の割合向上に係る目
標を掲げて取り組む企業が少ない。

　「あきた女性活躍・両立支援センター」の企業訪問を通じ
て、若年女性に魅力ある職場環境づくりが推進されるよう普及
啓発等を実施するほか、アドバイザーの派遣による一般事業主
行動計画の策定支援を通じて、女性管理職の登用など取組内容
のレベルアップを図る。

②地域活動に取り組む
女性の活躍推進

●「男は仕事、女は家
庭」という意識への反対
意見の割合

％ 61.2 翌年度８月
　固定的な性別役割分担意識は徐々に解消されてきているもの
の、未だに賛成意見の割合が約２割ある。

男女共同参画推進月間における意識啓発や副読本を活用した教
育を推進するほか、男女共同参画センターを中心とした研修機
会の提供など、地域における女性活躍等の意識醸成を図る。

（イ）女性が活躍し続
けられる職場づくりの
推進

①企業における女性の
活躍推進に向けた取組
への支援の強化

②仕事と子育てを両立
できる環境づくりの推
進

●次世代育成支援対策推
進法に基づく一般事業主
行動計画策定企業数（従
業員数100 人以下の企
業）

社 361 翌年度４月

　次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企
業数は増えており、企業における仕事と子育ての両立支援に向け
た取組は広がってきているものの、計画に掲げる取組内容が、従
業員に向けた育児休業等の制度の周知や情報提供など短期的に改
善できるものにとどまっているケースが見受けられる。

　「あきた女性活躍・両立支援センター」の企業訪問を通じて、
若年女性に魅力ある職場環境づくりを推進するよう普及啓発等を
実施するほか、アドバイザーの派遣による一般事業主行動計画の
策定支援を通じて、柔軟な働き方の導入など取組内容のレベル
アップを図る。

●県内民間事業所におけ
る男性の育児休業取得率

％ 6.2 年度末
　男性の育児休業取得率の割合は増加してきているものの、そ
の進捗は鈍く、依然として家事・育児等の家庭生活の多くを女
性が担っている現状がある。

　男女ともにワーク・ライフ・バランスが実現できるよう、多
様で柔軟な働き方の導入に向けて経済団体等と連携しながら企
業等における取組を一層促進するほか、子どもを産み育てなが
ら秋田での生活を楽しみ活躍する夫婦・家族の姿などに関する
情報を積極的に発信する。

①「元気ムラ」活動の
展開による地域の活性
化と生きがいづくり

●元気ムラ新規登録地域
数

地域
5

（単年度）
翌年度４月

　人口減少社会において、地域のコミュニティの維持・活性化
を図るため、住民自らが課題解決に取り組む元気ムラ活動を県
全域に拡大していく必要がある。

　集落活動コーディネーターが中心となり、新たな地域に集落
訪問し、地域の情報を掘り起こすなど、元気ムラ活動を進める
地域の増加に努める。

●集落連携によりＧＢビ
ジネスに新たに取り組む
地域の数

地域
8

（単年度）
翌年度４月

　人口減少と高齢化が進む中、集落や自治会等の地域コミュニ
ティ活動を積極的に進めていくためには、地域の活性化が急務
であり、高齢者の経験や技を生かし、山菜やきのこ等の地域資
源を収益に結びつけ、いきがいづくりの側面を持つＧＢビジネ
スを推進する必要がある。

　地域の資源である山菜等の元気ムラ商品を、各集落が連携し
て首都圏等へ共同出荷する取組を支援するとともに、新たな参
画地域の掘り起こしを行う。

②集落機能の維持を図
るための新たな生活圏
の形成

●コミュニティ生活圏に
おいて住民が策定したグ
ランドデザインに基づく
取組が開始された地域数

地域 0 翌年度４月

　人口減少や少子高齢化の進行により、商店や路線バスの撤退
など、日常生活に必要な機能・サービスの確保が困難な集落が
増加しており、これまでの基礎的な集落単位では、地域経営が
困難となっている。

　複数の集落による新たな生活圏であるコミュニティ生活圏を
形成するため、地域座談会を行い、住民同士の話し合いにより
住民自らが地域の将来像を描く取組を支援し、モデル地区の他
地区への展開を図る。

（イ）地域と学校が連
携したコミュニティづ
くり

②学校運営協議会制度
（コミュニティ・ス
クール）の導入

●学校運営協議会制度を
導入している学校（コ
ミュニティ・スクール）
の割合

％ 38.9 翌年度４月

これから学校運営協議会制度を導入していこうと考えている市
町村教育委員会や各学校の要望に応じて、制度の理解・周知を
図ることと、既に導入している学校の取組や情報を共有する機
会を提供していくことが課題である。

あきた県庁出前講座や市町村教育委員会及び各学校への訪問の
機会を捉えて、制度の理解・周知を図るとともに、教育庁内関
係各課との連携により、導入校の情報提供等を行う。

（ア）住民主体の地域
コミュニティの形成
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（２）秋田の未来を支える人づくり

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標
(5か年累計)

4 8 12 16 20 

実績 23 

達成率 575.0%

目標
(5か年累計)

1 4 10 20 30 

実績 1

達成率 100.0%

目標 90.3 91.0 91.7 92.4 93.1 

実績 89.7

達成率 99.3%

目標 61.0 63.0 64.0 65.0 66.0 

実績 －

達成率 －

目標 785 800 800 800 800

実績 －

達成率 －

目標 12 15 18 21 25 

実績 10

達成率 83.3%

目標 6 7 7 8 11 

実績 6

達成率 100.0%

目標
(5か年累計)

5,900 11,800 17,700 23,600 29,500

実績 2,022

達成率 34.3%

（ア）地域づくり人
材・組織の育成と若者
の活躍推進

①地域コミュニティを
支える組織や人づくり

●地域づくり活動をコー
ディネートする人材の育
成数

人 翌年度４月
　人口減少下において、様々な地域課題の解決に向け、地域づ
くり活動を円滑にコーディネートしていく人材が必要となって
いる。

　地域の維持・活性化を図るため、地域活動を効果的に支援す
るコーディネーターを育成するセミナー等を開催し、地域の課
題を解決に結びつける人材の育成を行う。

④次代を担う若者の活躍
推進

●若者による秋田の活性
化や地域貢献に資する取
組の実践件数

件 翌年度４月

これまでになかった若者ならではの斬新な発想を引き出す仕組
みや、練り上げられたアイデアを実行に移すため、関連分野の
機関や団体との連携など、より実効性のある支援策が必要と
なっており、制度内容などに関する幅広い知識と採択者に寄り
添った対応が求められている。

次代を担う若者の夢の実現に向けたチャレンジを支援するた
め、海外留学や研修等を通じたスキルアップ、起業に向けた準
備、試行イベントの開催など、地域活性化に向けた取組に必要
な経費を補助するほか、必要に応じて事業の準備段階から実施
段階まで、専門家や庁内関係各課等による伴走型のサポートを
実施する。

①問題発見・解決能力等
の育成に向けた探究的な
学習活動の推進

●秋田県高等学校学習状
況調査において、生徒が
授業における話し合い等
を通して、主体的に自分
の考えを表現する活動を
行っていると回答した割
合

％ 89.6
当該年度１

２月

肯定的な回答をした生徒の割合は、全体で９割程度と高い水準
を維持しているが、学年が上がるとその割合は下がる傾向が見
られる。

授業における探究的な活動や、生徒による発表の場面を工夫す
るなど、校内研修会の充実を図る。

②地域で活躍できる人材
の育成等

●地域や社会をよくする
ために何をすべきか考え
ることがある児童生徒の
割合（小６、中３）

％
55.1
(H29)

当該年度７
月

新型コロナウイルス感染症の影響により、指標の根拠となる
「令和２年度全国学力・学習状況調査（文部科学省）」の実施
が見送られたため、実績及び達成率は未判明。

文部科学省の調査は中止となったが、本県の小・中学校の約４
割において任意で同様の調査を実施しており、その実績は目標
値を上回っている(63.6)。引き続き、“地域に根ざす”という
考えに立ったキャリア教育の一層の充実を図り、地域で活躍で
きる人材の育成を目指していく。

③英語コミュニケーション
能力育成に向けた小・中・
高一貫した取組の推進

●イングリッシュキャン
プに参加した児童生徒数

人
624

（R1）
当該年度１

２月

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、全てのイン
グリッシュキャンプを中止した。新型コロナウィルス感染症の
世界的感染拡大の懸念から、国際交流の機会が減少し、異文化
に対する理解を深める機会の減少が懸念される。
（令和２年度は代替事業として、ＡＬＴ等と英語による手紙や
はがきのやり取りをするファンライティングとＡＬＴ等によっ
て作成された講義動画をオンラインで配信するOnline Seminar 
Seriesを実施した）

それぞれの事業において柔軟な対応や活動内容の工夫をし、Ａ
ＬＴや国際交流員と対面やオンライン又は手紙等でのやり取り
を通して、英語コミュニケーション能力の向上を図るととも
に、異文化及び自国の文化を理解し、国際貢献の精神を育む機
会を提供する。

⑤子どもの貧困対策の強
化

●子ども食堂や制服等リ
ユースなど子どもの貧困
対策を実施している民間
団体等がある市町村数

市町村 7

子どもの貧困対策に関する啓発を推進してきた結果として、
徐々に子どもの貧困問題に関する認知が広がり、対策に取り組
む民間団体等も増加傾向にあるものの、支援を受けられる市町
村に偏りがある。

第２次秋田県子どもの貧困対策推進計画に基づき、子どもの貧
困対策に取り組む民間団体等のネットワーク化を支援し、県内
全域における網羅的・普遍的な支援の展開に向けた基盤整備を
図る。

⑥県民の国際理解の推
進と多文化共生社会の構
築

●秋田県外国人相談セン
ターの相談対応言語数

言語 5
当該年度３

月

日本人だけでなく外国人も暮らしやすい多文化共生の地域づく
りに向けて、外国人を支援する体制の整備と機能の充実が求め
られている。

外国人の少ない県内においては、通訳・翻訳を行える人材が限
られていることから、研修やSNS等による広報などを行い、多
言語に対応できる人材の発掘及び育成を行う。

⑦若者や高齢者を重点に
した消費者教育の推進

●生活センターの啓発講
座等への参加者数

人 4,101 翌年度５月

　新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していた啓発
講座のうち５回を中止したほか、出前講座の申込件数が前年比
４３％減となったため、啓発講座等の参加者数が目標値を大幅
に下回った。

　オンライン形式による出前講座等を新たに実施するほか、対
面式の講座は引き続き感染防止対策を講じて実施するととも
に、各種講座の更なる周知啓発を図る。

（イ）小・中・高等学
校における人材育成

（ウ）高齢者、障害
者、外国人等全ての
人々の活躍支援
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（３）安全・安心な暮らしを守る環境づくり

施策名 具体的施策 指標名 単位
現状値

（原則H30）
年度 R2 R3 R4 R5 R6

実績の
判明時期

課題 今後の対応方針

目標 115 125 135 145 155 

実績 158 

達成率 137.4%

目標
(累計)

1,200 2,000 2,100 2,200 2,300

実績 1,340

達成率 111.7%

目標 20 30 40 50 60 

実績 54

達成率 270.0%

目標
(累計)

60 72 84 96 108 

実績 62

達成率 103.3%

目標 4,188 4,188 4,188 4,188 4,188

実績 4,212

達成率 100.6%

目標
(累計)

55 60 65 70 75

実績 51

達成率 92.7%

目標 6 7 8 9 9

実績 5

達成率 83.3%

目標 24 34 42 54 63 

実績 28

達成率 116.7%

目標 26.0 27.0 28.0 29.0 30.0 

実績

達成率

ＫＰＩの達成状況　 R2 R3 R4 R5

達成 26

未達成 35

なし 8

未判明 15

計 84

●秋田県健康づくり県民
運動推進協議会の会員数

団体 94 年度末

県民運動の推進に協力的な関係団体は概ね協議会会員に参加し
ており、今後は会員数増加の伸び悩みが見込まれるほか、コロ
ナ禍により協議会の活動が制限される中で県民運動の拡大や協
議会会員の増加が求められることから、県民運動の拡大に向け
てこれまで以上の取組を展開する必要がある。

新たに任命する「あきた健康チャレンジ大使」を活用するな
ど、県民運動の拡大に向けた広報活動を更に充実させるほか、
コロナ禍においても県民運動の拡大を図れるよう、ＩＣＴを活
用しての健康づくり情報の発信等を積極的に実施する。

●健康長寿推進員の育成
数

人 503 年度末

コロナ禍以前は順調に育成が進んでいたが、コロナ禍以降はイ
ベントや研修会を中止・縮小せざるを得ない状況であることか
ら、ほぼ全ての市町村において計画通りの育成が困難となって
いる。

推進員を育成する市町村に対して、育成に係る助成や支援を引
き続き実施するほか、感染予防対策の情報提供を進め、地域住
民が安心して育成研修に参加できる体制を確保する。
また、市町村や地域住民に対して推進員の育成の必要性につい
ての啓発を進める。

●秋田県版健康経営優良
法人の認定数

法人 0 年度末
認定制度に興味を示してくれる法人は増加しているが、認定に
よるメリット（インセンティブ）が不足していることから、今
後認定を取得する法人数の伸び悩みが懸念される。

県庁で用意できるインセンティブを拡充するほか、県民運動推
進協議会会員など、インセンティブを提供可能な団体・法人の
掘り起こしを行い、インセンティブを充実させることで、認定
数の増加につなげる。

①県と市町村、市町村間
相互の協働・連携による
行政サービスの確保

●自治体間の連携が実現
した取組数（累計）

件 36 翌年度４月

人口減少下にあっても行政サービスの水準を維持するため、
県・市町村において、新たな体制づくりに関する検討が進めら
れており、県と市町村の連携は一定の成果が現れはじめてい
る。一方で、市町村間連携についてはその意義は理解されてい
るものの、現状維持を選択する傾向にある。

県・市町村協働政策会議における協議や、それぞれの分野で進
めている協働の取組等に加え、県内４カ所に研究テーマ別に設
置した地域連携研究会において、現状や課題に関する分析を行
い、連携に向けた研究を進める。

②地域の実情に応じた生
活交通の確保

●一般乗合旅客自動車運
送事業免許キロ数

km 4,188 翌年度７月

乗合バス及び三セク鉄道は、過疎化・人口減少の影響に加え新
型コロナウイルス感染症の拡大により厳しい経営環境にある
が、地域住民の生活を支える交通手段として維持する必要があ
る。
また、各地域の特性に応じた生活交通を確保するため、地域主
体のコミュニティ交通など多様な交通サービスの導入を促進す
る必要がある。

・市町村等が主体となって運行するコミュニティバスやデマン
ドタクシー等の導入を促進するとともに、交通事業者が運行す
る既存路線との組合せによる効率的な地域公共交通の確保を図
る。
・三セク鉄道については、沿線の観光資源との一体的な売込み
により、県内や近隣県からの教育旅行の受入れ拡大を図るとと
もに、新型コロナの収束を見据え、国内外からの利用者の増加
に向けた誘客対策に取り組む。

③地域力向上による除排
雪体制の確立

●除排雪団体数 団体 43 年度末

　人口減少や少子高齢化の進行等により、除排雪の担い手が不
足し、地域の支え合い（共助）の力が弱まってきている。
　令和２年度は、記録的な大雪により、県南地区で雪下ろし業
者が不足した。

　引き続き、地域における住民同士の支え合いを基本とした除
排雪団体の立ち上げや既存団体の活動継続を支援するととも
に、アシストスーツの貸出等により、作業の省力化と活動の活
性化を図る。
　業界団体や市町村と検討を行いながら、雪下ろし業者を他地
域に派遣する仕組みを構築する。

⑥コンパクト・プラス・ネッ
トワークの推進

●市町の立地適正化計画
策定件数

市町 5
翌年度５月

末

人口規模が大きな５市において立地適正化計画は策定済みと
なっている。町では計画策定がなされていない。
自然災害が多発する中、ハザードエリアについて十分に計画へ
反映する必要がある。

令和３年度から小坂町が策定作業に着手している。これを参考
に町の規模であっても作成しやすく、ハザードエリアに対する
考え方をまとめた手引きを作成する。

（ウ）インフラのマネ
ジメント強化

②生活排水処理の広域
化・共同化の推進

●生活排水処理事業にお
ける連携数

件 19 翌年度４月

 生活排水処理事業運営を持続的可能なものとするため、広域
化・共同化を推進しているが、各関係団体で抱える課題や事情
も様々であり、意見を集約し方針を決定するまで、長期に渡る
協議が必要となっている。

　広域化・共同化を推進するためには、県と関係団体との合意
形成が重要であり、そのために情報発信を強化する等、関係団
体との連携強化に努める。

③水道施設強靱化の推
進

●基幹管路の耐震適合率 ％ 24.4 
翌年度１月

末

　県内の水道施設は、昭和４０年代から５０年代にかけて設置
されたものが多く、水道管等が更新時期を迎えており、近年の
気候変動の影響を考慮して、水害等の自然災害にも耐えられる
耐震管等へ更新する必要がある。
　しかし、耐震化は市町村の財政負担が非常に大きく、また、
利用料金等で賄われている水道事業の増収に直接結びつくもの
ではないため、本県の基幹管路の耐震適合率は全国平均を下
回っている。

　重要度や緊急度の高い施設等から順次計画的に耐震化を実施
するよう市町村を指導するとともに、その財源については国の
生活基盤施設耐震化等交付金の活用を推進する。

（ア）健康で長生きで
きる環境の確保

①県民の健康意識の向
上の推進

②健康づくりに取り組
みやすい環境整備

③健康づくり活動の推
進

（イ）持続可能な地域
環境づくり

未判明
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